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自衛隊法第６５条の１１第６項の規定に基づく自衛隊員の再就職 

状況の公表について 

 

 自衛隊員のうち管理職隊員（特別の機関、地方支分部局等を含む本省課長・企

画官相当職以上※）であった者の再就職状況については、自衛隊法（昭和 29年

法律第 165号。以下「法」という。）第 65条の 11第６項の規定に基づき、内閣

が毎年度公表することとされています。 

 今般、令和３年度分（令和３年４月１日から令和４年３月 31日までの間にお

ける再就職の状況）について取りまとめたので、本日の閣議において、これを公

表することとなりました。その内容は、別紙１及び別紙２のとおりです。 

 

※ 自 衛 官：１等陸佐、１等海佐又は１等空佐以上（ただし、自衛官俸給
表の１等陸佐、１等海佐及び１等空佐の（三）欄に定める額
の俸給の支給を受ける者にあっては、俸給の特別調整額が
一種又は二種とされる官職に就いていた者以外の者を除
く。） 

事務官等：行政職俸給表（一）７級以上の者又はこれに相当する者（た
だし、行政職俸給表（一）７級及びこれに相当する者にあっ
ては、俸給の特別調整額が一種又は二種とされる官職に就い
ていた者以外の者を除く。） 

 

〔概要〕 

令和３年度分の合計は、133件です。 

届出の区分ごとにみると、法第 65 条の 11 第１項関連（在職中の届出）が

41件、同条第４項関連（離職後の事後届出）が 92件であり、同条第３項関連

（離職後の事前届出）については届出がありませんでした。 

再就職先の区分ごとにみると、届出件数の多い順に営利法人が 87 件

（65.4％）、その他の非営利法人が 14件（10.5％）、国又は地方公共団体の

機関が 13件（9.8％）、一般社団法人又は一般財団法人が 7件（5.3％）、独

立行政法人が３件（2.3％）、自営業が３件（2.3％）、特殊法人が２件（1.5％）、

公益社団法人又は公益財団法人が２件（1.5％）、学校法人、社会福祉法人又

は更生保護法人が１件（0.8％）、その他が１件（0.8％）となっています。 

 

【連絡先】 

  防衛省人事教育局人事計画・補任課再就職等監視室 

電話：０３－３２６０－０８１２（直通） 
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自衛隊法第65条の11第６項の規定に基づく自衛隊員の再就職状況の公表（総括表）　

（令和３年４月１日～令和４年３月31日分）
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自 至

1 三輪　恒佳 59 防衛医科大学校副校長 － R3.8.25 防衛医科大学校副校長 R3.8.25 R3.9.1 関係事務の総括整理 R3.9.1 R3.9.2 鹿車興産有限会社 不動産賃貸 役員 無 無

2 奥田　将樹 56
陸上自衛隊関西補給処桂支
処長

R3.8.27 R3.10.18
陸上自衛隊関西補給処桂
支処長

R3.8.27 R3.12.1
補給整備業務の指導･監督
、駐屯地業務隊業務の指導
・監督

R3.12.1 R3.12.2 株式会社小松製作所
建設・鉱山機械、ユーティリ
ティ、林業機械、産業機械な
どの事業

参与（嘱託） 無 有

3 芝　伸彦 56
陸上自衛隊中部方面混成団
長兼大津駐屯地司令

R3.7.2 R3.9.24
陸上自衛隊中部方面混成
団長兼大津駐屯地司令

R3.7.2 R3.12.1 混成団の指揮統率 R3.12.1 R4.4.1 凸版警備保障株式会社
工場、ビルなどの警備の請負
及びその保障等

支所長 無 有

4 鈴木　正大 56
陸上自衛隊武器学校副校長
兼陸上自衛隊武器学校企画
室長

R3.6.4 R3.11.19
陸上自衛隊武器学校副校
長兼陸上自衛隊武器学校
企画室長

R3.6.4 R3.12.1
校務運営に係る学校長の補
佐及び不在時の代行

R3.12.1 R3.12.1 ダイキン工業株式会社
空調事業、化学事業、油機事
業、特機事業等

副参事（嘱託
）

無 有

5 田川　信好 56
防衛大学校防衛学教育学群
国防論教育室教授

R3.6.23 R3.10.7
防衛大学校防衛学教育学
群国防論教育室教授

R3.6.23 R3.12.1

教育訓練及び当該研究、防
衛学教育学群においてサイ
バー戦概論、防衛学特論等
を担当

R3.12.1 R3.12.2 ＫＤＤＩ株式会社 電気通信業
官公庁営業部
顧問

無 有

6 長尾　典忠 56
陸上自衛隊旭川駐屯地業務
隊長

R3.4.22 R3.8.31
陸上自衛隊旭川駐屯地業
務隊長

R3.4.22 R3.12.1
駐屯地機能の維持管理等及
び司令業務の実施

R3.12.1 R3.12.6 日本電気株式会社 ＩＴ関連製造業 参与 無 有

7 西川　亘 56
陸上自衛隊航空学校霞ヶ浦
分校長

R3.6.29 R3.9.10
陸上自衛隊航空学校霞ヶ
浦分校長

R3.6.29 R3.12.1 分校の校務を掌理 R3.12.1 R3.12.2 新東亜交易株式会社
航空機・艦艇エンジン等の輸
入・販売等

顧問 無 有

8 前川　耕治 56
防衛研究所政策研究部軍事
戦略研究室主任研究官

R3.7.13 R3.10.20
防衛研究所政策研究部軍
事戦略研究室主任研究官

R3.7.13 R3.12.1

米軍、NATOの統合戦略、防
空構想、地域コミュニティ
ーとの連携などに関する調
査研究

R3.12.1 R4.1.1
東京海上日動火災保険株式
会社

損害サービスに関する事故相
談並びに損害サービスの査定
業務及びこれに関連する業務

損害サービス
主任

無 有

9 朝倉　譲 56
航空自衛隊航空教育集団司
令部監理監察官

R3.8.24 R3.10.8
航空自衛隊航空教育集団
司令部監理監察官

R3.8.24 R3.12.10
隊務運営の評価分析、安全
管理及び会計監査等に関す
る業務

R3.12.10 R3.12.11 富国生命保険相互会社 保険業 参与 無 有

10 田中　重伸 57
陸上自衛隊教育訓練研究本
部長

R3.12.11 R3.12.11
陸上自衛隊教育訓練研究
本部長

R3.12.11 R3.12.22
陸上自衛隊の教育、訓練評
価、研究業務に関する管理
統制

R3.12.22 R3.12.23 こなや旅館 旅館業 事業主 無 無

11 近藤　健司 57
自衛隊情報保全隊情報保全
官

R3.8.30 R3.10.15
自衛隊情報保全隊情報保
全官

R3.8.30 R4.1.15 自衛隊の保全に関する業務 R4.1.15 R4.1.16
公益財団法人防衛基盤整備
協会

防衛基盤の強化発展に貢献す
るための各種事業

一般事務（常
勤職員）

無 有

12 生村　徳朗 57
航空自衛隊南西航空警戒管
制団副司令

R3.5.25 R3.6.22
航空自衛隊南西航空警戒
管制団副司令

R3.5.25 R4.1.20

対領空侵犯措置任務完遂の
ための部隊運用、器材の維
持整備に関する監督・指導
に係る団司令の補佐

R4.1.20 R4.1.26 村上工業株式会社
土木工事、建築工事、産業廃
棄物処理業

安全環境部部
長

無 有

13 岩澤　努 57
海上自衛隊海上訓練指導隊
群司令

R3.7.27 R3.11.29
海上自衛隊海上訓練指導
隊群司令

R3.7.27 R4.1.27 隊務統括 R4.1.27 R4.2.1
エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ株式会社

電子通信事業等

第二ビジネス
ソリューショ
ン部第６グル
ープ担当部長

無 有

再就職先にお
ける地位

求職の承認
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（注３）
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官民人材交流
センターの援
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４，５）

官職又は階級
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職務内容
再就職先の業務内容

再就職の約束
をした日

約束前の求職開始日以後の隊員としての在職状況及び職務内容（注１）

離職日
再就職日
（注２）

再就職先の名称

令和４年９月

自衛隊法第65条の11第６項の規定に基づく自衛隊員の再就職状況の公表
（令和３年４月１日～令和４年３月31日分）

　内閣は、自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第65条の11第６項の規定に基づき以下の事項を公表する。

【１． 自衛隊法第65条の11第１項の規定に基づく届出関連】

番号 氏名 離職時の年齢 官職又は階級
約束前の求職

開始日
（注１）

別紙２
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官民人材交流
センターの援
助の有無（注

４，５）
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再就職先の名称番号 氏名 離職時の年齢 官職又は階級
約束前の求職
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（注１）

14 萬　昌裕 57
航空自衛隊第４補給処木更
津支処長兼木更津分屯基地
司令

R3.7.21 R3.10.26
航空自衛隊第４補給処木
更津支処長兼木更津分屯
基地司令

R3.7.21 R4.1.28

航空機支援器材、車両及び
需品等の保管業務並びに木
更津分屯基地司令の隊務運
営に関する指揮監督

R4.1.28 R4.2.1
東芝電波プロダクツ株式会
社

電子機器システム製造、整備
サービス事業

担当部長（嘱
託）

無 有

15 淺沼　弘巳 57
海上自衛隊指揮通信開発隊
司令

R3.6.21 R3.11.23
海上自衛隊指揮通信開発
隊司令

R3.6.21 R4.2.2 隊務統括 R4.2.2 R4.3.1 株式会社ＳＵＢＡＲＵ
自動車、航空機、宇宙関連機
器等の製造、販売

航空機第一部
長付

無 有

16 柴田　利明 57 航空自衛隊第４高射群司令 R3.9.22 R3.12.21
航空自衛隊第４高射群司
令

R3.9.22 R4.2.6
地対空ミサイル器材の運用
及び維持整備に関する監督
・指導

R4.2.6 R4.2.14 日本電気株式会社
ＩＴシステム、ネットワーク
システムの提供等

参与（嘱託） 無 有

17 椙村　恭士 57
航空自衛隊北部航空方面隊
司令部幕僚長

R3.6.25 R3.7.8
航空自衛隊北部航空方面
隊司令部幕僚長

R3.6.25 R4.2.13

北部航空方面隊司令官の命
を受け、部務並びに監理監
察官、法務官及び医務官の
職務を統制

R4.2.13 R4.2.14
株式会社ローヤルエンジニ
アリング

建築設備の施工・保守管理 担当部長 無 有

18 柳　信男 57
海上自衛隊佐世保教育隊司
令

R3.9.24 R3.10.21
海上自衛隊佐世保教育隊
司令

R3.9.24 R4.2.17 隊務統括 R4.2.17 R4.2.18 医療法人社団葵会 一般病院 事務長候補 無 有

19 有村　信也 60
自衛隊中央病院メンタルリ
ハビリテーション科部長

R3.9.15 R3.11.21
自衛隊中央病院メンタル
リハビリテーション科部
長

R3.9.15 R4.2.25 診療 R4.2.25 R4.2.26 医療法人社団さくら会 診療等
世田谷中央病
院医師

無 無

20 田實　久志 57
航空自衛隊幹部学校業務部
長

R3.9.3 R3.12.1
航空自衛隊幹部学校業務
部長

R3.9.3 R4.2.25

幹部学校の機能維持のため
、施設、通信、会計、輸送
、厚生業務等に関する指揮
監督

R4.2.25 R4.2.26 エプソン販売株式会社 情報機器卸売業
マーケティン
グ職（嘱託）

無 有

21 佐々木　芳之 57
航空自衛隊第１２飛行教育
団副司令

R3.9.14 R3.12.15
航空自衛隊第１２飛行教
育団副司令

R3.9.14 R4.2.27
飛行教育部隊の運用、器材
の維持整備に関する監督・
指導に係る団司令の補佐

R4.2.27 R4.3.15 三菱重工業株式会社
航空宇宙機器の製造・修理・
販売

技術職（専門
嘱託）

無 有

22 敷嶋　章 57
海上自衛隊幹部学校運用教
育研究部図演装置運用課長

R3.10.17 R4.1.14
海上自衛隊幹部学校運用
教育研究部図演装置運用
課長

R3.10.17 R4.2.27 課務総括 R4.2.27 R4.2.28 株式会社タクマテクノス ごみ処分業
環境プラント
事業所長候補

無 有

23 鈴木　千佐加 57
統合幕僚学校教育課研究室
長

R3.10.6 R4.1.31
統合幕僚学校教育課研究
室長

R3.10.6 R4.3.8
調査研究の計画の立案、実
施等に関する業務等

R4.3.8 R4.3.24 株式会社フジタ 建設業

東日本支社に
おける安全管
理担当（契約
社員）

無 有

24 伊東　修 57
航空自衛隊航空教育隊司令
兼防府南基地司令

R3.12.17 R4.2.3
航空自衛隊航空教育隊司
令兼防府南基地司令

R3.12.17 R4.3.12 基本教育に関する事項 R4.3.12 R4.4.1 株式会社アイレックス
通信制御ソフト開発及びネッ
トワーク構築等の事業

総務・人事・
人材開発担当
次長

無 有

25 石津　吉康 56 自衛隊体育学校副校長 R3.7.20 R3.12.6 自衛隊体育学校副校長 R3.7.20 R4.3.14 体育学校校務運営の補佐 R4.3.14 R4.4.1
株式会社ＩＨＩエアロス
ペース

宇宙機器、防衛機器等の設計
、製造、販売及び航空部品の
製造、販売等

部長付（常勤
嘱託）

無 有

26 今村　英二郎 56
陸上自衛隊西部方面混成団
第１９普通科連隊長

R4.2.17 R4.3.4
陸上自衛隊西部方面混成
団第１９普通科連隊長

R4.2.17 R4.3.14 連隊の指揮・監督等 R4.3.14 R4.4.1 九州電力株式会社 電力供給事業等
危機管理担当
課長（嘱託）

無 有

27 笠松　誠 56 陸上自衛隊航空学校副校長 R3.10.28 R3.12.1
陸上自衛隊航空学校副校
長

R3.10.28 R4.3.14 学校長の補佐 R4.3.14 R4.4.1 アマゾンジャパン合同会社 Ｅコマース
オペレーショ
ン・マネージ
ャー

無 有

28 國嶋　健一 56
防衛研究所戦史研究センタ
ー戦史研究室主任研究官

R3.11.30 R4.1.25
防衛研究所戦史研究セン
ター戦史研究室主任研究
官

R3.11.30 R4.3.14
日本陸軍に関する調査研究
及び戦史研究センターの総
括業務

R4.3.14 R4.4.1
ポッカサッポロフード＆ビ
バレッジ株式会社

自動販売機の保全活動及び新
規開拓営業活動　等

月給契約社員 無 有

29 関谷　拓郎 56
陸上自衛隊中部方面混成団
第４９普通科連隊長

R4.2.14 R4.3.7
陸上自衛隊中部方面混成
団第４９普通科連隊長

R4.2.14 R4.3.14
連隊の指揮・統率に関する
業務

R4.3.14 R4.4.1 武蔵野建興株式会社 建設業等 専任部長 無 有

30 中川　修 56
情報本部分析部分析第１課
長

R4.1.14 R4.3.3
情報本部分析部分析第１
課長

R4.1.14 R4.3.14 情報分析業務 R4.3.14 R4.4.1
東京海上日動火災保険株式
会社

損害保険業
損害サービス
主任

無 有



自 至

再就職先にお
ける地位

求職の承認
の有無

（注３）

防衛大臣又は
官民人材交流
センターの援
助の有無（注

４，５）

官職又は階級
在職期間

職務内容
再就職先の業務内容

再就職の約束
をした日

約束前の求職開始日以後の隊員としての在職状況及び職務内容（注１）

離職日
再就職日
（注２）

再就職先の名称番号 氏名 離職時の年齢 官職又は階級
約束前の求職

開始日
（注１）

31 中野　智彦 56
陸上自衛隊小平学校副学校
長

R3.10.29 R3.12.6
陸上自衛隊小平学校副学
校長

R3.10.29 R4.3.14 学校長補佐 R4.3.14 R4.3.15 学校法人都築第一学園 学校等の運営 学校事務 無 有

32 福重　毅尚 56 自衛隊愛知地方協力本部長 R3.8.23 R3.11.9
自衛隊愛知地方協力本部
長

R3.8.23 R4.3.14
自衛隊地方協力本部の組織
等に関する訓令に定める事
務の指揮監督

R4.3.14 R4.3.15 弘済企業株式会社 保険及び石油事業 総務部部長付 無 有

33 古庄　信二 56
陸上自衛隊西部方面混成団
長兼陸上自衛隊久留米駐屯
地司令

R3.8.4 R4.2.9
陸上自衛隊西部方面混成
団長兼陸上自衛隊久留米
駐屯地司令

R3.8.4 R4.3.14
団の指揮・監督等及び駐屯
地の警備等に関する業務

R4.3.14 R4.3.15 日本郵政株式会社
日本郵政グループの経営戦略
策定

危機管理・災
害対応業務
（有期雇用派
遣労働者）

無 有

34 堀　征己 56
陸上自衛隊教育訓練研究本
部教育部統率教育室教官

R3.12.16 R4.1.18
陸上自衛隊教育訓練研究
本部教育部統率教育室教
官

R3.12.16 R4.3.14 統率に関する教育 R4.3.14 R4.3.15 スルガ銀行株式会社 銀行業 部長 無 有

35 山口　尚彦 56
防衛研究所政策研究部軍事
戦略研究室主任研究官

R3.8.20 R4.1.17
防衛研究所政策研究部軍
事戦略研究室主任研究官

R3.8.20 R4.3.14

豪州軍の地域コミュニティ
ーとの調和施策及び米国・
瑞典の民間防衛に関する調
査研究

R4.3.14 R4.4.1 日立造船株式会社 製造業
運営施設管理
者

無 有

36 岡本　浩 57
陸上自衛隊北部方面混成団
長

R3.7.19 R4.3.1
陸上自衛隊北部方面混成
団長

R3.7.19 R4.3.16 部隊長に関する業務 R4.3.16 R4.3.17 住友生命保険相互会社 保険業
東北基盤戦略
室顧問

無 有

37 大川　貴司 59
自衛隊福岡病院副院長兼企
画室長

R3.3.15 R4.2.1
自衛隊福岡病院副院長兼
企画室長

R3.3.15 R4.3.17
病院長の補佐及び病院運営
の全般統制に関する業務

R4.3.17 R4.4.1 医療法人徳洲会 医療
長崎北徳洲会
病院医師

無 無

38 伊藤　政文 57 航空自衛隊第２高射群司令 R3.9.30 R3.11.24
航空自衛隊第２高射群司
令

R3.9.30 R4.3.29

第２高射群司令として地対
空ミサイル器材の運用及び
維持整備、部隊の隊務運営
に関する指揮監督に従事

R4.3.29 R4.4.1 日本飛行機株式会社

航空機部分品、標的システム
、ロケット部分品、宇宙機器
の製造、航空機の修理、整備
及び改造

営業員（嘱託
）

無 有

39 坂本　太郎 56
海上自衛隊小月教育航空群
司令

R4.2.22 R4.3.22
海上自衛隊小月教育航空
群司令

R4.2.22 R4.3.30 群務統括 R4.3.30 R4.4.1 後藤運輸株式会社 港湾運送業
調査役（契約
社員)

無 有

40 西野　一行 56
航空自衛隊航空総隊司令部
監理監察官

R3.10.27 R3.12.6
航空自衛隊航空総隊司令
部監理監察官

R3.10.27 R4.3.31 部隊の監察に関する業務 R4.3.31 R4.4.1
国立研究開発法人宇宙航空
研究開発機構

宇宙開発利用分野の基礎研究
から開発・利用

東京事務所に
おける情報保
全業務職

無 有

41 松本　和明 60 情報本部総務部総務課長 R3.4.1 R4.1.18 情報本部総務部総務課長 R3.4.1 R4.3.31 情報本部の総務業務全般 R4.3.31 R4.4.1
一般財団法人防衛医学振興
会

防衛医科大学校の教職員、学
生等の教育、福利厚生等の援
助

研究助成課長
兼ねて事業課
長

無 無

（注１）約束前の求職開始日とは、再就職の約束をした日以前の隊員としての在職期間中における以下の①から③までの日のいずれか早い日をいう。

①再就職先に対し、再就職を目的として、最初に自己に関する情報を提供した日

②再就職先に対し、再就職を目的として、最初に当該再就職先の地位に関する情報の提供を依頼した日

③再就職先に対し、最初に当該再就職先の地位に就くことを要求した日

該当する日がなかった場合（自衛隊法施行令の一部を改正する政令（平成29年政令第320号）の施行日（平成30年１月１日）前に約束前の求職開始日があった場合を含む。）には、「約束前の求職開始日」欄に「－」と記載し、「約束前の求職開始日以後の隊員としての在職状況及び職務内容」

欄に、再就職の約束をした日以後の隊員としての在職状況及び職務内容を記載している。

（注２）「再就職日」には、「再就職予定日」が含まれる。

（注３）「求職の承認」とは、自衛隊法第65条の３第２項第５号の規定に基づく承認をいう。

（注４）「防衛大臣の援助」とは、自衛隊法第65条の10第１項の規定に基づき、防衛大臣が行う若年定年等隊員の離職に際しての離職後の就職の援助をいう。

（注５）「官民人材交流センターの援助」とは、自衛隊法第65条の10第２項において準用する国家公務員法（昭和22年法律第120号）第18条の５第１項及び第18条の６（同項に係る部分に限る。）の規定に基づき、官民人材交流センターが行う一般定年等隊員の離職に際しての離職後の就職の援助をいう。



自 至

1 与田　敦夫 55 海上自衛隊幹部学校企画部長 － － － － － R1.8.1 R3.6.11
新明和岩国航空整備株式会
社

航空機・航空機用装備品の修
理・改造及び整備

常務取締役整
備本部長

無 無

2 榧森　豊 56
海上自衛隊厚木航空基地隊司
令

－ － － － － R1.11.6 R3.4.26
株式会社オリエンタルコン
サルタンツグローバル

建設コンサルティング業務 施工管理員 無 無

3 宮本　善弘 55 自衛隊佐賀地方協力本部長 － － － － － R1.12.1 R3.6.1 株式会社シアーズホーム
住宅建築事業、住宅リフォー
ム事業等

営業企画部次
長

無 無

4 堤　秀一 56
陸上自衛隊教育訓練研究本部
研究部直轄研究員（陸上自衛
隊健軍駐屯地業務隊長）

－ － － － － R2.2.1 R3.4.1 徳島県庁 地方公務
地域創生観光
部企画幹（課
長級）

無 無

5 片原　栄一 60
防衛研究所特別研究官（国際
交流・図書担当）（防衛研究
所地域研究部長）

－ － － － － R2.3.31 R3.8.18 株式会社長良総合研究所 調査研究
代表取締役社
長

無 無

6 外園　博一 62 防衛装備庁防衛技監 － － － － － R2.3.31 R3.6.14 一般財団法人防衛技術協会

防衛装備品、防衛技術並びに
先進汎用技術に関する調査研
究、防衛技術ジャーナルの発
行並びに講演会、セミナー等
の開催等、防衛省等に対する
技術的協力・支援

顧問（非常
勤）

無 無

7 外園　博一 62 防衛装備庁防衛技監 － － － － － R2.3.31 R3.6.23
公益財団法人防衛基盤整備
協会

防衛思想の普及、防衛装備品
等の生産・調達、防衛施設の
建設並びに情報セキュリティ
及び国際規格等の認証等に関
する事業

理事（非常
勤）

無 無

8 髙田　克樹 57 陸上自衛隊陸上総隊司令官 － － － － － R2.4.15 R3.4.1
東芝インフラシステムズ株
式会社

社会インフラ事業関連の製品
・システム開発・製造・販売
等

顧問 無 無

9 河村　延樹 60
防衛医科大学校副校長（企
画・管理担当）

－ － － － － R2.8.5 R3.4.1
一般社団法人防衛医科大学
校同窓会

同窓会の運営 顧問兼相談役 無 無

10 中村　吉利 60 地方協力局長 － － － － － R2.8.5 R3.5.1 三菱電機株式会社 製造業 顧問 無 無

11 西田　安範 58 防衛審議官 － － － － － R2.8.5 R3.6.29 労働金庫連合会 協同組織金融機関 特別顧問 無 無

12 岡田　真典 57 海上自衛隊第２２航空群司令 － － － － － R2.8.25 R3.5.21 沖電気工業株式会社
通信機械器具・関連機器製造
業

顧問 無 無

13 柴田　昭市 58
防衛装備庁長官官房装備官
（陸上担当）

－ － － － － R2.8.25 R3.4.1 株式会社小松製作所
建設機材、産業機械等の製造
、修理及び売買

顧問（常勤嘱
託）

無 無

14 柴田　昭市 58
防衛装備庁長官官房装備官
（陸上担当）

－ － － － － R2.8.25 R4.3.11 自営
オンラインによる海外子女へ
の日本語等教育

－ 無 無

職務内容

【２．自衛隊法第65条の11第４項の規定に基づく届出関連】

番号 氏名 離職時の年齢 離職時の官職又は階級
離職前の求職

開始日
（注１）

離職前の求職開始日から離職日までの間の隊員としての在職状況
及び職務内容（注１）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先にお
ける地位

求職の承認の
有無（注２）

防衛大臣又は
官民人材交流
センターの援
助の有無（注
３，４）

官職又は階級

在職期間



自 至

職務内容

番号 氏名 離職時の年齢 離職時の官職又は階級
離職前の求職

開始日
（注１）

離職前の求職開始日から離職日までの間の隊員としての在職状況
及び職務内容（注１）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先にお
ける地位

求職の承認の
有無（注２）

防衛大臣又は
官民人材交流
センターの援
助の有無（注
３，４）

官職又は階級

在職期間

15 宮木　浩 60 航空自衛隊航空警務隊司令 － － － － － R2.10.13 R3.4.1
内閣府遺棄化学兵器処理担
当室

遺棄化学兵器の廃棄処理事業
等

事業参与（任
期付職員）

無 無

16 小澤　豊 56
海上自衛隊自衛艦隊司令部付
（海上自衛隊自衛艦隊司令部
監察主任幕僚）

－ － － － － R2.11.9 R3.5.1 株式会社大島造船所 船舶製造・修理業
艤装工作部運
転課技能職

無 無

17 河合　龍也 56
陸上自衛隊中央業務支援隊副
隊長

R2.8.28
陸上自衛隊中央
業務支援隊副隊
長

R2.8.28 R2.11.24
隊務管理及び隊
長の補佐

R2.11.24 R3.4.1 浦安市役所 地方公務
危機管理監
（任期付職員
）

無 有

18 日高　隆 55
海上自衛隊潜水艦教育訓練隊
司令

－ － － － － R2.12.1 R3.4.1 三波工業株式会社
電子機器の整備、修理及び製
造

所長付 無 無

19 青木　義昌 57 陸上自衛隊情報学校長 － － － － － R2.12.22 R3.4.1 中国電力株式会社 発電事業、小売電気事業等
地域共創本部
防災専門役
（嘱託）

無 無

20 大判　英之 56 海上自衛隊幹部候補生学校長 － － － － － R2.12.22 R3.7.1 株式会社エム・シー・シー 衛星通信事業 顧問 無 無

21 小俵　和之 57 海上自衛隊第２１航空群司令 － － － － － R2.12.22 R3.7.16 三菱電機株式会社 電気機械器具製造業
防衛システム
事業部長付
（常勤嘱託）

無 無

22 菅野　俊夫 57
陸上自衛隊陸上総隊システム
通信団長

－ － － － － R2.12.22 R3.4.1 ＫＤＤＩ株式会社 電気通信事業 顧問（嘱託） 無 無

23 小和瀬　一 57
陸上自衛隊陸上総隊司令部幕
僚長

－ － － － － R2.12.22 R4.1.1 三菱電機株式会社
重電システム、産業エレクト
ロニクス、家電等の製造・販
売

顧問(常勤嘱
託）

無 無

24 斎藤　兼一 57
陸上自衛隊陸上総隊司令部日
米共同部長

－ － － － － R2.12.22 R3.7.1 渋谷区役所 地方公務
危機管理対策
部危機管理対
策監

無 無

25 杉本　孝幸 58 海上自衛隊横須賀地方総監 － － － － － R2.12.22 R3.4.1 株式会社ＩＨＩ 航空機用原動機製造業 顧問 無 無

26 杉本　孝幸 58 海上自衛隊横須賀地方総監 － － － － － R2.12.22 R3.11.1 自営 アドバイザー － 無 無

27 谷村　博志 57 自衛隊体育学校長 － － － － － R2.12.22 R3.4.1
ジブラルタ生命保険株式会
社

個人保険、個人年金保険、団
体保険等

顧問 無 無

28 田渕　忠史 57
陸上自衛隊第８師団副師団長
兼北熊本駐屯地司令

－ － － － － R2.12.22 R3.9.1 富国生命保険相互会社
個人・企業向けの保険商品の
販売と保全サービス等

参与（嘱託） 無 無

29 外屋　寿郎 57
陸上自衛隊第２施設団長兼船
岡駐屯地司令

－ － － － － R2.12.22 R3.5.1 日本生命保険相互会社 生命保険業 顧問 無 無



自 至

職務内容

番号 氏名 離職時の年齢 離職時の官職又は階級
離職前の求職

開始日
（注１）

離職前の求職開始日から離職日までの間の隊員としての在職状況
及び職務内容（注１）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先にお
ける地位

求職の承認の
有無（注２）

防衛大臣又は
官民人材交流
センターの援
助の有無（注
３，４）

官職又は階級

在職期間

30 増子　豊 57 統合幕僚副長 － － － － － R2.12.22 R3.5.1 株式会社ＳＵＢＡＲＵ
自動車、航空機等並びにその
部品の製造、販売及び修理

顧問（常勤） 無 無

31 六車　昌晃 57
陸上自衛隊武器学校長兼土浦
駐屯地司令

－ － － － － R2.12.22 R3.4.1 三菱重工業株式会社
パワー、インダストリー＆社
会基盤、航空・防衛・宇宙

防衛・宇宙セ
グメント顧問

無 無

32 吉野　俊二 57
陸上自衛隊九州補給処長兼目
達原駐屯地司令

－ － － － － R2.12.22 R3.4.1 一般社団法人シーソック 中国遺棄化学兵器処理
運用統括Ｇｐ
長

無 無

33 照井　修 60 九州防衛局次長 － － － － － R3.1.15 R3.5.14 駐留軍要員健康保険組合
駐留軍等労働者及びその家族
に対する保険給付や保険事業

理事 無 無

34 長谷　和生 66 防衛医科大学校長 － － － － － R3.1.22 R3.6.29
一般財団法人防衛医学振興
会

医学研究の推奨及び助成、講
演会の開催・助成

会長 無 無

35 新宅　正章 56
陸上自衛隊第１高射特科団副
団長

R2.3.16
陸上自衛隊第１
高射特科団副団
長

R2.3.16 R3.3.15
団長の補佐に関
する業務

R3.3.15 R3.4.1 千葉県庁 地方公務
災害・危機対
策監

無 有

36 中川　宏樹 55
陸上自衛隊教育訓練研究本部
教育部統率教育室教官（陸上
自衛隊第２４普通科連隊長）

R2.11.9

①陸上自衛隊第
２４普通科連隊
長　②陸上自衛
隊教育訓練研究
本部教育部統率
教育室教官

①R2.11.9
②R2.12.22

①R2.12.21
②R3.3.15

①部隊指揮官
②統率教育を実
施する教官

R3.3.15 R3.4.1 和光市役所 地方公務
防災・危機管
理担当職員
（部長級）

無 有

37 安武　智彦 55

陸上自衛隊第４師団司令部監
察官（陸上自衛隊東部方面航
空隊第４対戦車ヘリコプター
隊長）

R3.1.15
陸上自衛隊第４
師団司令部監察
官

R3.1.15 R3.3.15
監察に関する業
務

R3.3.15 R3.4.1 福岡県庁 地方公務
防災危機管理
専門監（特定
任期付職員）

無 有

38 阿部　智 57 海上自衛隊第３術科学校長 － － － － － R3.3.26 R4.1.1 株式会社ＩＨＩ 航空機用原動機製造業 顧問 無 無

39 梅田　将 57 陸上自衛隊警務隊長 － － － － － R3.3.26 R3.8.1 三菱電機株式会社
重電システム、産業エレクト
ロニクス、家電等の製造・販
売

防衛システム
事業部　事業
部長付（常勤
嘱託）

無 無

40 鈴木　直栄 57 陸上自衛隊第１０師団長 － － － － － R3.3.26 R3.8.1 日本郵政株式会社
郵便業務、金融サービス、生
命保険業務

総務部危機管
理室企画役

無 有

41 関口　勝則 57
陸上自衛隊航空学校長兼明野
駐屯地司令

－ － － － － R3.3.26 R3.8.1
エアバス・ヘリコプター
ズ・ジャパン株式会社

ヘリコプターの販売・維持整
備

顧問（常勤） 無 無

42 髙田　祐一 57
陸上自衛隊富士学校長兼富士
駐屯地司令

－ － － － － R3.3.26 R3.8.1
三井住友海上火災保険株式
会社

損害保険業等
公務第一部顧
問

無 無

43 竹内　修 57
海上自衛隊海洋業務・対潜支
援群司令

－ － － － － R3.3.26 R3.10.1 日本電気株式会社 民生用電気機械器具製造業
社会基盤ビジ
ネスユニット
参与

無 無

44 藤井　祥一 57 陸上自衛隊東北補給処長 － － － － － R3.3.26 R3.7.1
ジブラルタ生命保険株式会
社

保険業 顧問 無 無



自 至

職務内容

番号 氏名 離職時の年齢 離職時の官職又は階級
離職前の求職

開始日
（注１）

離職前の求職開始日から離職日までの間の隊員としての在職状況
及び職務内容（注１）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先にお
ける地位

求職の承認の
有無（注２）

防衛大臣又は
官民人材交流
センターの援
助の有無（注
３，４）

官職又は階級

在職期間

45 湯浅　悟郎 61 陸上幕僚長 － － － － － R3.3.26 R3.10.1 三菱重工業株式会社
航空機、宇宙機器及び飛翔体
・兵器の製造、販売及び修理

防衛・宇宙セ
グメント顧問

無 無

46 金子　博文 60 防衛装備庁艦艇装備研究所長 － － － － － R3.3.31 R3.7.1 一般財団法人日本海事協会 船級関連業務等
技術研究所職
員（契約社員
）

無 無

47 國分　良成 67 防衛大学校長 － － － － － R3.3.31 R3.5.1
株式会社富士通フューチャ
ースタディーズ・センター

国際問題の調査・研究とアド
バイス

顧問（非常勤
）

無 無

48 篠原　研司 60
防衛装備庁艦艇装備研究所研
究企画官

－ － － － － R3.3.31 R3.7.1
エムエイチアイオーシャニ
クス株式会社

防衛機器の後方支援業務
（データ解析等）

専門部長（契
約社員）

無 有

49 島袋　徳男 60
沖縄防衛局総務部付（地方協
力局地方協力企画課施設調整
官）

－ － － － － R3.3.31 R3.9.1 株式会社沖電工
土木・建築・電気の設計及び
請負施工

参事 無 無

50 多賀　浩之 60 北海道防衛局総務部長 － － － － － R3.3.31 R3.5.1 恵庭市役所 地方自治体の行政業務
総務部　基地
調整参与

無 無

51 髙桑　純夫 60 情報本部画像・地理部副部長 － － － － － R3.3.31 R3.12.1
東芝インフラシステムズ株
式会社

社会インフラ事業関連の製品
・システムの開発・製造・販
売・サービス

電波システム
事業部電波シ
ステム技術部
担当部長

無 無

52 野々上　尚 65 防衛監察監 － － － － － R3.3.31 R3.6.17 上田廣一法律事務所 弁護士業務 弁護士 無 無

53 長谷川　邦之 60
大臣官房付（北関東防衛局総
務部長）

－ － － － － R3.3.31 R3.7.1 横浜倉庫株式会社 物流業 施設部次長 無 無

54 樋口　達巳 56
航空自衛隊第１２飛行教育団
司令兼防府北基地司令

－ － － － － R3.3.31 R3.9.16 株式会社エイブル 不動産賃貸仲介事業等 マネージャー 無 有

55 水田　敏也 60
防衛装備庁先進技術推進セン
ター所長

－ － － － － R3.3.31 R3.12.1
東芝インフラシステムズ株
式会社

社会インフラ事業関連の製品
・システムの開発、製造等

エキスパート
扱（嘱託）

無 無

56 村越　信雄 60 情報本部電波部副部長 － － － － － R3.3.31 R3.12.1
東芝インフラシステムズ株
式会社（小向事業所）

社会インフラ事業関連の製品
・システムの開発・製造・販
売・サービス

電波システム
事業部電波シ
ステム技術部
担当部長

無 無

57 山川　稚文 60 北海道防衛局調達部長 － － － － － R3.3.31 R3.7.1 株式会社淺沼組 建設業
建築事業部技
術部長

無 無

58 山田　力 60 沖縄防衛局管理部次長 － － － － － R3.3.31 R3.6.1 拓南製鐵株式会社 鉄鋼製品の製造及び販売 営業部顧問 無 無

59 只野　豊 60
海上自衛隊潜水医学実験隊実
験第１部長（自衛隊舞鶴病院
長）

R3.1.20
海上自衛隊潜水
医学実験隊実験
第１部長

R3.1.20 R3.4.25 部務統括 R3.4.25 R3.5.1 自衛隊横須賀病院 内科等診療業務
診療部内科医
官

無 無



自 至

職務内容

番号 氏名 離職時の年齢 離職時の官職又は階級
離職前の求職

開始日
（注１）

離職前の求職開始日から離職日までの間の隊員としての在職状況
及び職務内容（注１）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先にお
ける地位

求職の承認の
有無（注２）

防衛大臣又は
官民人材交流
センターの援
助の有無（注
３，４）

官職又は階級

在職期間

60 熊谷　昌司 60 東北防衛局長 － － － － － R3.7.1 R3.12.1
三井住友海上火災保険株式
会社

損害保険業 顧問 無 無

61 斉藤　和重 60
防衛大学校副校長（企画・管
理担当）

－ － － － － R3.7.1 R4.2.1
日本海洋コンサルタント株
式会社

建設工事のコンサルタント 顧問 無 無

62 桝賀　政浩 59 近畿中部防衛局長 － － － － － R3.7.1 R3.10.1 株式会社　九電工
建設工事の請負並びに企画、
測量、監理及びコンサルティ
ング業務等

本社理事 無 無

63 松田　尚久 58 北関東防衛局長 － － － － － R3.7.1 R3.10.1 株式会社　錢高組 総合建設業 顧問 無 無

64 宮本　昭彦 55 防衛装備庁長官官房審議官 － － － － － R3.7.1 R4.3.1 日本特殊陶業株式会社
自動車用部品及び附属品の製
造販売

常勤顧問（嘱
託）

無 無

65 沖本　茂 60
自衛隊阪神病院付（陸上自衛
隊補給統制本部衛生部長）

R3.5.10
自衛隊阪神病院
付

R3.5.10 R3.7.21
特に命ぜられた
事項

R3.7.21 R3.8.1 株式会社せいき
薬局、デイサービス、訪問看
護等

キバタ薬局河
内長野店薬剤
師（パート）

無 無

66 遠藤　隆 59 大臣官房監査課長 － － － － － R3.8.1 R3.12.1
東京海上日動火災保険株式
会社

保険業務 特命社員 無 無

67 関　正人 59
防衛装備庁長官官房監察監
査・評価官

－ － － － － R3.8.1 R3.11.1
一般財団法人自衛隊援護協
会

退職予定自衛官等に対する無
料職業紹介事業

事務局援護課
長

無 無

68 竹島　茂人 59
自衛隊中央病院総合診療科部
長

R3.7.6
自衛隊中央病院
総合診療科部長

R3.7.6 R3.8.1 診療 R3.8.1 R3.8.3 沖縄県立八重山病院 診療等 医師 無 無

69 田中　聡 60 防衛研究所長 － － － － － R3.9.1 R4.2.1 大成ロテック株式会社 建設業 顧問 無 無

70 荒木　哲哉 57
航空自衛隊航空総隊司令部幕
僚長

－ － － － － R3.9.30 R4.2.1 日本電気株式会社
ネットワークシステムの開発
、提供事業等

参与（嘱託） 無 無

71 片岡　義博 57
陸上自衛隊教育訓練研究本部
訓練評価部長

－ － － － － R3.9.30 R4.1.1 損害保険ジャパン株式会社 損害保険 顧問（常勤） 無 無

72 後藤　義孝 56
陸上自衛隊衛生学校長兼三宿
駐屯地司令

－ － － － － R3.9.30 R4.3.15 医療法人新産健会
健康診断、がん検診等による
予防医療事業

医師 無 無

73 津田　昌隆 57
航空自衛隊第４航空団司令兼
松島基地司令

－ － － － － R3.9.30 R4.1.1 大樹生命保険株式会社 保険業 顧問（嘱託） 無 無

74 濱田　博之 57 自衛隊大阪地方協力本部長 － － － － － R3.9.30 R4.1.1 弘済企業株式会社 保険事業及び石油事業 部長付 無 無



自 至

職務内容

番号 氏名 離職時の年齢 離職時の官職又は階級
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官職又は階級

在職期間

75 眞弓　康次 57
防衛装備庁調達事業部調達総
括官

－ － － － － R3.9.30 R4.1.21 中国化薬株式会社
防衛火工品、産業火薬品等の
製造及び販売等

顧問 無 無

76 源　弘紀 57 陸上自衛隊輸送学校長 － － － － － R3.9.30 R4.1.1 新日本海フェリー株式会社
自動車・旅客・貨物の海上輸
送

顧問 無 無

77 伊藤　俊男 59 人事教育局給与課長 － － － － － R3.10.1 R4.1.1
あいおいニッセイ同和損害
保険株式会社

損害保険事業 顧問 無 無

78 岡田　俊和 57 陸上自衛隊北海道補給処長 － － － － － R3.10.14 R4.1.1 日本通運株式会社 物流事業全般
顧問（限定職
社員（期間）
）

無 無

79 原田　智総 56 陸上自衛隊東北方面総監 R3.8.3
陸上自衛隊東北
方面総監

R3.8.3 R3.10.14
東北方面隊の隊
務を総括

R3.10.14 R3.10.25 東京都庁 地方公務 危機管理監 無 無

80 風間　政人 59
防衛装備庁調達事業部需品調
達官

－ － － － － R3.11.1 R4.1.17
独立行政法人情報処理推進
機構

情報セキュリティ対策の強化
、IT人材の育成活動等

エキスパート
（常勤嘱託職
員）

無 有

81 北田　明良 60
自衛隊中央病院総合診療科部
長

R3.11.1
自衛隊中央病院
総合診療科部長

R3.11.1 R3.11.23 診療 R3.11.23 R4.1.11 医療法人刀圭会 医療・介護施設等の経営
本川越病院医
師（非常勤）

無 無

82 北田　明良 60
自衛隊中央病院総合診療科部
長

R3.11.16
自衛隊中央病院
総合診療科部長

R3.11.16 R3.11.23 診療 R3.11.23 R4.1.19 医療法人社団厚潤会 病院の経営等
花輪病院医師
（非常勤）

無 無

83 北田　明良 60
自衛隊中央病院総合診療科部
長

R3.11.16
自衛隊中央病院
総合診療科部長

R3.11.16 R3.11.23 診療 R3.11.23 R4.2.18 医療法人社団仁成会 病院の経営等
高木病院医師
（非常勤）

無 無

84 高原　敏訓 54

陸上自衛隊関西補給処装備計
画部企画課長（陸上自衛隊第
１４旅団第５０普通科連隊
長）

R3.8.6
陸上自衛隊関西
補給処装備計画
部企画課長

R3.8.6 R3.12.1

企画課の管理に
関する事項、業
務計画に関する
事項、企画に関
する事項、防衛
・警備に関する
事項、災害派遣
に関する事項、
編成に関する事
項

R3.12.1 R3.12.3 京都市役所 地方公務
防災危機管理
室担当課長

無 有

85 永吉　広和 59 自衛隊舞鶴病院長 － － － － － R3.12.1 R4.1.1
愛媛県厚生農業協同組合連
合会

医療業 医師 無 無

86 小野塚　貴之 59 陸上自衛隊東部方面総監 － － － － － R3.12.22 R4.1.15 株式会社東急ストア
一般食品、生鮮食品等にわた
る総合小売業のチェーンスト
ア

シニアパート
ナー(パート
）

無 無

87 中畑　康樹 58 海上自衛隊補給本部長 － － － － － R3.12.22 R4.3.21 富士通株式会社 情報通信機械器具製造業
シニアアドバ
イザー（嘱託
）

無 無



自 至

職務内容

番号 氏名 離職時の年齢 離職時の官職又は階級
離職前の求職

開始日
（注１）

離職前の求職開始日から離職日までの間の隊員としての在職状況
及び職務内容（注１）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先にお
ける地位

求職の承認の
有無（注２）

防衛大臣又は
官民人材交流
センターの援
助の有無（注
３，４）

官職又は階級

在職期間

88 坂上　禎 57
海上自衛隊第２２航空群司令
部付（近畿中部防衛局調達部
次長）

R3.10.25

①近畿中部防衛
局調達部次長
②海上自衛隊第
２２航空群司令
部付

①R3.10.25
②R3.11.1

①R3.10.31
②R4.1.1

①部務統括　②
特に命ぜられた
事項

R4.1.1 R4.2.1
エムエイチアイオーシャニ
クス株式会社

金属工作機械製造業
タスクマネー
ジャ担当（契
約社員）

無 有

89 原田　豊 57
航空自衛隊航空中央業務隊付
（統合幕僚学校教育課長）

R3.8.1

①統合幕僚学校
教育課長　②航
空自衛隊航空中
央業務隊付

①R3.8.1　②
R4.1.10

①R4.1.9　②
R4.1.21

①統合教育と統
合研究に関する
監督指導　②特
に命ぜられた事
項

R4.1.21 R4.2.1 原子力規制庁
原子力規制における防災･緊急
事案対策業務等

環境技官 無 無

90 池ノ本　八郎 57
陸上自衛隊補給統制本部付
（陸上自衛隊西部方面後方支
援隊副隊長）

R3.6.4

①陸上自衛隊会
計監査隊東部方
面分遣隊長　②
陸上自衛隊補給
統制本部付

①R3.6.4　②
R3.12.1

①R3.11.30
②R4.1.22

①会計実地監査
を主体とした隊
務運営管理　②
特に命ぜられた
事項

R4.1.22 R4.1.23 中国化薬株式会社
防衛火工品、産業火薬品、工
業薬品の製造及び販売等

副参事（嘱
託）

無 有

91 鈴内　克律 56
防衛装備庁長官官房装備開発
官（航空装備担当）付航空開
発調整官（第３開発室長）

R3.6.4

防衛装備庁長官
官房装備開発官
（航空装備担当
）付航空開発調
整官

R3.6.4 R4.1.31
航空装備品の研
究開発に関する
業務

R4.1.31 R4.2.1
国立研究開発法人新エネル
ギー・産業技術総合開発機
構

エネルギー・環境技術に係る
研究開発業務

一般事務 無 無

92 甲斐　義博 57
海上自衛隊佐世保地方総監部
付（海上自衛隊佐世保教育隊
司令）

R3.10.25
海上自衛隊佐世
保地方総監部付

R3.10.25 R4.2.2
特に命ぜられた
事項

R4.2.2 R4.2.3 海洋電子工業株式会社 一般機械修理業
事業所顧問
（常任社員）

無 有

（注１）離職前の求職開始日とは、隊員としての在職期間中における以下の①から③までの日のいずれか早い日をいう。

①再就職先に対し、再就職を目的として、最初に自己に関する情報を提供した日

②再就職先に対し、再就職を目的として、最初に当該再就職先の地位に関する情報の提供を依頼した日

③再就職先に対し、最初に当該再就職先の地位に就くことを要求した日

該当する日がなかった場合（自衛隊法施行令の一部を改正する政令（平成29年政令第320号）の施行日（平成30年１月１日）前に離職前の求職開始日があった場合を含む。）には、「離職前の求職開始日」欄及び「離職前の求職開始日から離職日までの間の隊員としての

在職状況及び職務内容」欄に、「－」と記載している。

（注２）「求職の承認」とは、自衛隊法第65条の３第２項第５号の規定に基づく承認をいう。

（注３）「防衛大臣の援助」とは、自衛隊法第65条の10第１項の規定に基づき、防衛大臣が行う若年定年等隊員の離職に際しての離職後の就職の援助をいう。

（注４）「官民人材交流センターの援助」とは、自衛隊法第65条の10第２項において準用する国家公務員法第18条の５第１項及び第18条の６（同項に係る部分に限る。）の規定に基づき、官民人材交流センターが行う一般定年等隊員の離職に際しての離職後の就職の援助をいう。

（注５）管理職隊員以外の隊員である間に再就職の約束をした者で、一度でも管理職隊員であったことがある者については、「自衛隊法第65条の11第４項の規定に基づく届出」として本表に掲載。



 

○ 自衛隊法（昭和二十九年法律第百六十五号）（抄） 

 
（防衛大臣への届出等） 

第六十五条の十一 隊員（退職手当通算予定隊員を除く。）は、離職後に営利企業等の

地位に就くことを約束した場合には、速やかに、防衛省令で定めるところにより、任

命権者が防衛大臣であるときは防衛大臣に、任命権者が防衛大臣以外の者であるとき

は当該任命権者を通じて防衛大臣に、政令で定める事項を届け出なければならない。 

２ （略） 

３ 管理又は監督の地位にある隊員の官職として政令で定めるものに就いている隊員（

以下「管理職隊員」という。）であつた者（退職手当通算離職者を除く。次項におい

て同じ。）は、離職後二年間、次に掲げる法人の役員その他の地位であつて政令で定

めるものに就こうとする場合（第一項の規定による届出をした場合を除く。）には、

あらかじめ、防衛省令で定めるところにより、防衛大臣に政令で定める事項を届け出

なければならない。 

一 行政執行法人以外の独立行政法人 

二 特殊法人（法律により直接に設立された法人及び特別の法律により特別の設立行

為をもつて設立された法人（独立行政法人に該当するものを除く。）のうち政令で

定めるものをいう。） 

三 認可法人（特別の法律により設立され、かつ、その設立に関し行政庁の認可を要

する法人のうち政令で定めるものをいう。） 

四 公益社団法人又は公益財団法人（国と特に密接な関係があるものとして政令で定

めるものに限る。） 

４ 管理職隊員であつた者は、離職後二年間、営利企業以外の事業の団体の地位に就き、

若しくは事業に従事し、若しくは事務を行うこととなつた場合（報酬を得る場合に限

る。）又は営利企業（前項第二号及び第三号に掲げる法人を除く。）の地位に就いた

場合は、第一項又は前項の規定による届出を行つた場合、日々雇い入れられる者とな

つた場合その他政令で定める場合を除き、防衛省令で定めるところにより、速やかに、

防衛大臣に政令で定める事項を届け出なければならない。 

５ 防衛大臣は、第一項及び前二項の規定による届出（第一項の規定による届出にあつ

ては、管理職隊員がしたものに限る。）を受けた事項について、遅滞なく、政令で定

めるところにより、内閣に報告しなければならない。 

６  内閣は、毎年度、前項の報告を取りまとめ、政令で定める事項を公表するものとす

る。 

 

 


